






調査時点 令和4年11月30日時点 調査対象 県内49商工会 会員事業所 490者（1商工会当たり10者程度抽出）

調査方法 商工会が2ヶ月毎に毎回同一会員事業所にヒアリングのうえウェブ回答

調査内容及び方法について

I①令和３年と令和４年、②令和元年と令和４年の売上高比較、 II価格転嫁の状況

・「価格転嫁できた」割合が合計で53％となり、今回から選択肢
を追加した「価格転嫁はできたが不十分である」との回答が全
体の42％と最も高くなった。

・感染者数が県内で月間3人と大きく減少して社会経済活動が活
発化していた令和3年11月との売上高比較では、100％以上が
半数を超える52％となった。
・令和元年10月の消費税率アップ後の反動があった令和元年11
月との売上高比較では、100％以上が1/3（33％）となり調査開
始以来コロナ禍前との比較では最も高くなった。しかしながら、
依然として1/3（67％）がコロナ禍前を下回った。

I ①令和３年と令和４年、②令和元年と令和４年
11月の売上高の比較

□ II 価格転嫁の状況 

令和３年と令和４年
（今回調査）
（n＝490）

令和元年と令和４年
（今回調査）
（n＝490）
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価格に転嫁できていないが、今後、価格転嫁を予定（検討）している。
価格に転嫁できておらず、今後もその予定はない。
価格転嫁はできたが、不十分である。
価格に十分転嫁できている。

11月調査
（n＝417）
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